
牧之原市地場産品創出支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この告示は、地域特性を生かした魅力ある新たな地場産品の創出につな

がる事業を促進するとともに、地域経済の活性化に寄与するため、新たな地場

産品を創出しようとする事業に取り組む事業者に対して、予算の範囲内におい

て補助金を交付するものとし、その交付に関しては、牧之原市補助金等交付規

則（平成17年牧之原市規則第28号）及びこの告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(１) クラウドファンディング 市長が別に定める牧之原市地場産品創出支援

事業費補助金事業者提案募集要項に基づき採択した事業（以下「補助事業」

という。）について、市の指定する方法で寄附金を募集し、その原資を調達

することをいう。 

(２) 寄附金 クラウドファンディングによる寄附金をいう。 

(３) 事業者 市内に事業所を有し、若しくは市内に事業所を開設する予定が

ある法人又は個人の事業者であって、継続した事業活動を行うことができ

るものをいう。 

(４) 返礼品等 市が寄附金の受領に伴い、寄附者に対して提供する市の区域

内において生産された物品、提供される役務その他これらに類するもの（以

下これらを「地場産品等」という。）であって、地方税法（昭和 25 年法律

第 226 号）の規定に基づく告示等により総務大臣が定める基準に適合する

ものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる事業者は、補助事業を実施する者であって、次の各号

のいずれにも該当する者をいう。 

(１) 補助事業への寄附として、クラウドファンディングにより受領した寄附

金の合計額（以下「寄附額」という。）が、事業者の提案時点における事業

費の２分の１に相当する額から算出した寄附額（1,000 円未満の端数が生

じるときは、これを切り捨てた額。以下「目標額」という。）に達した者 

(２) 市内で新たな地場産品等を創出し、本市の魅力発信（プロモーション等）

に協力する意思のある者  

(３) 補助金の交付決定の日から５年以上継続して、前号に規定する地場産品

等の製造・販売等を市内で行う意思のある者 

(４) 牧之原市暴力団排除条例（平成 24 年牧之原市条例第 18 号）第２条第１

号から第３号までの規定に該当しない者 

(５) 政治的又は宗教的活動の目的とするものではない者 

(６) 市税等の滞納（納税猶予等の措置を受けている場合を除く。）がない者 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業に

要する経費のうち別表第１に掲げるものとする。 

（補助金の額及び限度額） 

第５条 補助金の額及び限度額については、別表第１に掲げる額とする。 



２ 前項の規定により、算出した補助金の額に 1,000 円未満の端数が生じるとき

は、これを切り捨てた額とする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする者は、交付申請書（様式第１号）に

別表第２に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請は、クラウドファンディングによる目標額を達成した

日又はクラウドファンディングが終了した日のいずれか遅い日から 30 日以内

に行うものとする。 

３ 申請者は事業の実施に必要があるときは、補助金の概算払を申請することが

できる。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補

助金の交付決定の可否を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定するときは、補助金交付決定

通知書（様式第６号）により通知するものする。 

３ 市長は、補助金の不交付を決定するときは、不交付決定通知書（様式第７号）

により通知するものとする。 

（交付の条件） 

第８条 補助金の交付の決定において、次に掲げる条件を付する。 

(１) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認

を受けなければならない。 

ア 補助対象事業費の20パーセントを超える変更又は補助額の増額をしよう

とする場合 

イ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

(２) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難に

なった場合においては、速やかに市長の指示を受けなければならない。 

(３) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物（以下

「財産」という。）については、市長の承認を受けないで、補助金の交付

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しては

ならない。 

(４) 市長の承認を受けて前号の財産を処分することにより収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

(５) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完

了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率

的な運営を図らなければならない。 

(６) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びに

これらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しな

ければならない。 

(７) その他市長が必要と認める条件を遵守すること。 

（交付決定前の着手） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「採択事業者」という。）は、事業の

効率的な実施を図るためその他やむを得ない事由がある場合であって、第７条

第１項の規定による補助金の交付の可否を決定する前に事業に着手するとき

は、あらかじめ事業事前着手届（様式第８号）を市長に提出しなければならな



い。 

（変更等の承認申請） 

第 10 条 申請内容に変更の承認を受けようとするとき又は補助事業の中止をし

ようとするときは、変更（中止）承認申請書（様式第９号）に市長が定める関

係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（変更等の承認） 

第 11 条 市長は、前条に規定による申請があったときは、その内容を審査し、変

更（取消）承認書（様式第 10 号）により通知するものとする。 

（実績報告） 

第 12 条 補助事業が完了したときは、完了の日から起算して 30 日以内に実績報

告書（様式第 11 号）に市長が定める関係書類を添えて市長に提出しなければな

らない。 

（交付の確定） 

第 13 条 市長は、実績報告があったときは、その内容を審査し、必要に応じて現

地調査等を行い、適当と認めたときは、交付確定通知書（様式第 12 号）により

通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第 14 条 補助金を請求するときは、前条に規定する交付確定通知書を受領した日

から 10 日を経過した日までに、請求書（様式第 13 号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

（概算払の請求手続） 

第 15 条 概算払の請求をする必要があるときは、概算払の承認を受けた後、概算

払請求書（様式第 13 号）を市長に提出しなければならない。 

（繰越協議） 

第 16 条 採択事業者は、補助金の交付を受けた年度において補助事業が年度内に

完了しないと見込まれるときは、当該年度の２月１日までに補助金繰越協議書

（様式第 14 号）に市長が必要と認める書類を添えて市長に提出し、協議を行う

ことができる。 

（繰越承認） 

第 17 条 市長は、前条の協議書の提出があったときは、その内容を審査し、補助

金繰越承認（不承認）通知書（様式第 15 号）により通知するものとする。 

(補助金の返還) 

第 18 条 市長は、補助金の交付の決定及び確定を受けた者が、次の各号のいずれ

かに該当した場合には、当該補助金の返還を命ずるものとする。ただし、災害

等のやむを得ない事情として市長が認めたときは、この限りでない。 

(１) 虚偽の申請等を行った場合 

(２) 補助金を他の用途に使用した場合 

(３) 交付決定の内容、これに付した条件又はこの告示の規定に違反した場合 

（その他） 

第 19 条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行し、令和８年７月１日から適用する。 

  

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView


 

別表第１（第４条、第５条関係） 

補 助 対 象 

経 費 

工場、作業場等の建物取得及び増改築に要する経費 

建物附帯設備の整備又は取得に要する経費 

構築物、機械装置等の取得に要する経費 

施設・設備の撤去に要する経費 

消耗品費 

備品購入費 

委託費 

外部評価費 

＜以下の経費は補助対象外＞ 

公租公課、消費税及び地方消費税、官公署に支払う手数料等、人

件費、飲食費、交際費、土地の造成費、土地の購入費、その他市

長が不適切と認める経費 

補助率 10 分の 10 以内 

補助限度額 

本事業に係るクラウドファンディングにおいて受領した寄附金

の 10 分の４の額と、補助対象経費の合計額を比較していずれか

少ない額 

 

別表第２（第６条関係） 

添付書類 

【個人・法人共通】 

(１)事業計画書（様式第２号） 

(２)収支予算書（様式第３号） 

(３)市税等の納税証明書 

(４)事業実施等誓約書（様式第４号） 

(５)資金状況調べ（様式第５号） 

(６)直近３期分の決算書 

(７)営業許可証等の写し（許認可を必要とする場合に限る。） 

(８)その他市長が必要と認める書類 

【個人の場合】 

(１)住民基本台帳法に基づく住民票の写し（３箇月以内のもの） 

(２)個人事業の開廃業等届出書（個人事業で届出済の場合） 

【法人の場合】 

(１)履歴事項全部証明書（３箇月以内のもの） 

(２)定款の写し 

 

  


